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研究成果の概要（和文）：アジアの大都市は気候変動のもとで深刻化する自然災害への適応が大きな課題となっ
ており、したがって、アジア大都市を気候変動適応型都市構造へと転換していくための総合的なマネジメント手
法を体系的に提示することが求められている。本研究の目的は、アジア大都市圏を対象として、気候変動適応型
都市構造構築のための計画方法論、都市ガバナンス強化策を提案することであり、結論として、(1)気候変動策
に関する制度的基盤の整備と各レベルでの主流化、(2)特定テーマをベースとした自己組織化型都市圏ガバナン
ス生成の支援、(3)気候変動適応型都市圏ガバナンスへのロードマップの共有、の３点が重要との提言をおこな
った。

研究成果の概要（英文）：Adapation to the ever-increaisng serious natural disaters under the climate 
change is a critcal issue in Asian metropolitan areas. This study aims at planning method for 
creating adaptive urban structure and the method to strengthen urban governace to cope with the 
climate change. In conlusion, the study made the recommendations: (1) institutionalization of the 
method for adaptation of the climate change and mainstreaming at the different levels of governments
 and communities, (2) facilitation of self-organizing metropolitan governance on the basis of 
critical issues, adn (3) consensus sharing of the roadmap for the establishment of adaptive 
metropolitan governance towards the climate change.

研究分野：都市計画
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
メガデルタに立地するアジアの大都市は
急速な都市化により、沿岸低地や河川沿岸地
域などへの都市拡大が進んでおり、気候変動
のもとで深刻化する自然災害への適応が大
きな課題となっている。今後 20 年間で増加
する世界の都市人口の 95％は開発途上国で
あり、かつ、（自然災害に対して最も脆弱な）
都市スラム人口も増加し続けることも考え
ると、したがって、アジア大都市を気候変動
適応型都市構造へと転換していくための総
合的なマネジメント手法を体系的に提示す
ることが求められている。 
 
２．研究の目的 
上記のような背景のもとで、本研究の目的
は、アジア大都市圏を対象として、（１）異
なる社会体制ならびに地方制度のもとにあ
るアジア大都市圏における気候変動適応型
都市構造の観点からみた諸課題の整理、（２）
都市空間の変容と気候変動下の空間リスク
との関係の検討、（３）気候変動適応型都市
構造構築のための計画方法論の提案、（４）
空間適応のための都市ガバナンス強化策の
提案することである。 
 
３．研究の方法 
以下の３段階からなる。(1)対象都市の気
候変動リスクと既存の適応策の課題につい
て整理する。(2)対象都市における気候変動
適応シナリオを検討する。(3)気候変動適応
型都市構造実現のための空間適応計画の方
法論ならびに都市ガバナンス強化策の検討
のために、関連計画策定・実現プロセスにお
いて、関連各主体の関係性について事例調査
を行い、今後の在り方について提言を行う。 
 
４．研究成果 
アジア諸国では、例えば、フィリピンでは
「国家気候変動アクションプラン 2010-2028」
がまとめられたほか、「タイ・気候変動マス
タープラン 2011-2050」、「国家気候変動アク
ションプラン 2012-2020」（ベトナム）をはじ
めとして国家的な政策課題として気候変動
への取り組みが具体化されており、また、マ
ニラ首都圏では「グリーンプリント 2030」、
バンコク都では「バンコク気候変動マスター
プラン 2013-2025」が策定される等、大都市
圏政策においても気候変動が位置付けられ
るようになっている。 
気候変動や防災を政策課題化し、既存の開
発政策や計画に統合、かつ、主流化すること
の重要性は既に多く指摘されているが、これ
ら諸政策の成否には、中央政府と地方政府の
間の垂直的な調整と行政・民間・市民各セク
ター間の水平的な調整を担保する多層的な
ガバナンスを通じて既存の枠組みの「溝」が
埋められることが鍵を握り、特に大都市圏に
おいては、単一の自治体を超えた「トップダ
ウン型の都市圏ガバナンス（metropolitan 

governance）」の事例がある（中国、インド、
ベトナム等）。しかし、一方で、本研究にお
いて、都市圏空間ガバナンスが実質上機能し
ていない事例も多い（モンゴル、ネパール等）
ことも明らかとなった。 
気候変動適応型空間ガバナンスの生成と
いう観点から注目されるのは、地方分権の流
れのなかで、気候変動のような特定課題への
取り組みを契機として新たな「自己組織化型
ガバナンス」が形成される萌芽（フィリピン、
インドネシア、南米のアマゾン上流ペルー・
ボリビア・ブラジル国境地域等）も確認され
た。その生成メカニズムを解明したことが、
本研究の最大の成果である。 
すなわち、アジア諸国では、今後も都市化
の趨勢が続き、また、この 10〜20 年で「地
方分権化が常態化」し、地方政府の権限が強
化されつつある状況では、都市圏ガバナンス
がとりわけ強く求められる。以下で、自己組
織化型ガバナンスの典型的事例であるフィ
リピンの事例をもとに、気候変動適応型都市
圏ガバナンスの生成について示す。 
フィリピンは、台風ヨランダ（2013 年）や
オンドイ（2009 年）の甚大な被害でも知られ
るように、度重なる自然災害に悩まされてお
り、気候変動と防災を二本柱とした気候変動
策に関する国家的な政策的枠組みが形成さ
れて主流化を測ろうとしており、また、マニ
ラ首都圏のように都市政策にも位置付けら
れるようになってきた。 
フィリピンにおける気候変動に関する取
り組みは、リオサミット（1992 年）とも対応
しつつ 1990 年代には進められており、様々
な取り組みが展開され、2009 年には「気候変
動法（Climate Change Act）」が制定された。
同法に基づき、大統領を議長として、中央政
府(15)、地方政府、学識者、産業界、NGO 等
の代表によって構成される「気候変動委員会
（Climate Change Commission）」が設置され、
また、中央政府及び地方（州、市／町）政府
はそれぞれ気候変動行動計画を策定するこ
とが定められた。2010 年、「国家気候変動フ
レームワーク戦略」とそれを具体化した「国
家気候変動行動計画 2011-2028」が策定され、
フレームワーク戦略において緩和策（6項目）
と適合策（6 項目）の枠組みが示され、行動
計画で 8分野の優先課題があげられた。フレ
ームワーク戦略には適合策の1つとして災害
リスク軽減・管理が位置付けられ、行動計画
の優先課題の 1つとされる等、気候変動と災
害リスク軽減・管理は、これらの計画におい
て関連付けられた。さらに、気候変動法の施
行後、様々な分野別計画の策定（例えば、フ
ィリピン国家 REDD+戦略）やプログラムの実
施（例えば、国家緑化プログラム）が進めら
れ、気候変動に関する取り組みを実施するた
めの「サバイバルファンド（People’s 
Survival Fund）」が設置される等、その取り
組みが本格化している。 
災害への対応は 1970 年代には国家的に取



り組まれており、1978 年には国家災害調整委
員会、1990 年代後半にはその地方委員会が設
置され、災害の備えに関する 4つの行動計画
（2005 年）や災害リスク軽減に関する国家戦
略行動計画 2009-2019（2010 年）等の計画が
打ち出されていた。こうした一連の動きは、
2010 年、「災害リスク軽減・管理法（Disaster 
Risk Reduction and Management Act: DRRMA）」
の制定によって一本化され強化された。国家
レベルでは、国家災害調整委員会を改組して、
国防長官を議長、中央政府(19)、地方政府、
学識者、産業界、NGO 等をメンバーとする「国
家災害リスク軽減・管理委員会」、また、地
域、州、市／町、バランガイでの委員会と地
方政府（州、市／町、バランガイ）内に専門
部局の設置、そして「災害リスク軽減・管理
計画」の策定が定められた。また、計画実施
のため「災害リスク軽減・管理基金」として、
国家予算及び地方政府予算の少なくとも 5％
を基金に充てることとされたことが気候変
動適応型ガバナンス生成の上で重要な契機
となったことが指摘できる。 
気候変動適応型都市圏ガバナンスについ
てみると、マニラ首都圏では、既存の都市圏
行政の枠組みとしてのマニラ首都圏開発庁
に加えて、「レジリアンス・プロジェクト」
を通じた新たな協力の枠組みが形成された
点が注目される。台風オンドイ後の 2012〜13
年にかけて実施されたレジリアンス・プロジ
ェクトは、国家災害リスク軽減・管理委員会
が中心となって行われたパイロットプロジ
ェクトで、①地方政府と関連するステークホ
ルダーの能力向上、②自然災害に対するコミ
ュニティのレジリアンス向上と脆弱性の軽
減の2つを主要な目的として実施されたもの
である。プロジェクトは、それ自体の成果も
さることながら、特筆すべきはプロジェクト
後の動向である。参加したマニラ首都圏とリ
サール州（カラバルソン地域）にまたがる全
12 市・町とマニラ首都圏開発庁、リサール州
政府、関連中央省庁は、プロジェクトを通じ
て形成された協力関係を継続させ、早期警戒
システムの整備や情報交換に取り組むとし、
2013 年に同意覚書（MOA）が交わされた（2013
年）。中央政府と地方政府の協力もさること
ながら、マニラ首都圏とリサール州という地
域や州をまたぐ協力関係は、既存の地方行政
の枠組みを超えた新たなガバナンスの枠組
みが自発的に形成されたといえる。 
さらに、台風オンドイによって甚大な被害
を受けたマリキナ川流域において、2010 年、
マリキナ市のグズマン（Del R. de Guzman）
市長の下、流域内 7市は「アライアンス・オ
ブ・セブン」を形成し、①自治体をまたぐ開
発計画の策定やプロアクティブな災害への
備えと対応、②マリキナ川流域での取り組み
とその枠組みの具体化、③自治体と関係ステ
ークホルダーとの協力関係の推進、④効果的
なガバナンスモデルの構築、⑤自治体間での
諸政策の調整、⑥優先的または中期的取り組

みにおける諸資源の共有、という 5項目につ
いて共同で取り組むとした（覚書（MOU）を
締結）。アライアンス・オブ・セブンは、レ
ジリアンス・プロジェクトを通じた協力と同
様に異なる地域と州をまたぐという点に加
え、市長のイニシアティブによる形成という
点でも特筆され、覚書であげられているよう
な自治体をまたぐ開発計画の策定等、実質的
な動きへの展開がみられ、自己組織型ガバナ
ンスの典型的な事例といえる。 
 ここでは、最も典型的なフィリピンの事例
をもとに気候変動適応型都市圏空間ガバナ
ンスの生成メカニズムに示したが、他の国の
事例も踏まえて、本研究では、結論として、
以下の提言を行っている 
(1)気候変動策に関する制度的基盤の整備と
各レベルでの主流化 
上述したフィリピンでは、気候変動法、災
害リスク軽減・管理法の制定によって、まず、
制度的基盤が整えられた点が注目される。そ
のうえで、国家レベルでの省庁横断的な専門
委員会が設置され、具体的な行動計画（国家
気候変動行動計画 2011-2028、災害リスク軽
減・管理計画 2011-2028）までが策定される
と、両法以前に行われていた取り組みが一本
化、強化されることとなった。さらに、それ
らにおいて互いを主流化することを示すこ
とによって、気候変動と災害リスク軽減・管
理を二本柱とする気候変動策の国家的な政
策的枠組みも形成されたことが、後述する都
市圏レベルでの自己組織化型空間適応ガバ
ナンスの形成にとって重要なベースを提供
したことが指摘できる。 
また、中期フィリピン開発計画で気候変動
と災害リスク軽減・管理を位置付け、既存の
開発計画との関係性が示された。さらに、こ
れらを実施するためのサバイバルファンド
も設置される等、国家レベルで気候変動策を
主流化する動きへとつながっていた。 
地方レベルでの気候変動策の主流化に向
けてその枠組みが形成されつつあった。気候
変動法と災害リスク軽減・管理法によって地
方レベルでの係る計画（気候変動行動計画、
災害リスク軽減・管理計画等）の策定、地方
政府内での専門部局の設置や実施のための
予算付け（例えば、災害リスク軽減・管理基
金）が定められた。また、総合土地利用計画
を重視しつつ、気候変動と災害リスク軽減・
管理を既存の開発計画に位置付けるための
指針が打ち出されると共に、総合土地利用計
画の見直しが指示された。 
上記のフィリピンの例にみられるように、
気候変動適応にあたっては、気候変動策に関
する制度的基盤の整備と国、地方の各レベル
での主流化が重要な鍵を握る。 
(2)特定テーマをベースとした自己組織化型
都市圏ガバナンス生成の支援 
フィリピンにおけるマニラ首都圏の事例
にみられるように、マニラ首都圏開発庁とい
う既存の都市圏ガバナンスの枠組みに加え



て、レジリアンス・プロジェクトを通じた協
力やアライアンス・オブ・セブンのように、
防災という特定の課題を目指した自己組織
型型ガバナンス
方行政の枠組みを超えて形成され
制度化された気候変動行動計画や災害リス
ク軽減・管理計画もまた既存の地方行政の枠
組みの中で策定されることから、こうした新
たなガバナンスの枠組みを通して（既存の開
発計画を含む）諸計画の有効性が高められる
ことが望まれ
の枠組みが、各自治体に対してどれほど拘束
力を持たせ得るかが鍵とな
(3)気候変動適応型都市圏ガバナンスへのロ
ードマップ
それぞれの都市圏がどのような道筋をた
どって持続可能な都市へと発展していくか
についてのロードマップをステークホルダ
ー間で共有することが重要である
多くのアジア都市は、
都市開発を重視してきたが、
混雑などの環境問題に加えて、社会格差の増
大のような社会問題を抱えており、今までの
経済発展重視アプローチは限界が見えてき
ている。そのような中で、現在は、多くの都
市で経済発展と貧困緩和等の社会的公正の
両立を図る包括的成長（
アプローチがとられつつあるが、今後は、さ
らに、環境保全・防災
となっていくことになろう。
今後、持続可能な都市への発展プロセスを
考えると、環境保全と社会的公正の両立を図
るエコ・シティ・アプローチや経済成長と環
境保全の両立を図るグ
チ等のアプローチを、時々の経済的、社会的、
政治的状況のもとで取りつつ、らせん状に、
経済的発展、環境保全、社会的公正の３つが
バランスした持続可能な都市へと
いくプロセスを辿ることが望ましい
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